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研究成果の概要（和文）：本研究においては、児童生徒の不適応行動や心身の症状の背景に存在しているとされ
る心理的ストレスを軽減し、ストレス耐性を高めることを目的とした「認知行動療法に基づくストレスマネジメ
ント教育」をクラス集団をベースとして実施する際に、児童生徒の個人差に応じたプログラムコンテンツや手続
きを検討することを目的としていた。その結果、小中学校教員に機能的アセスメントを教授すること、児童生徒
の体験的理解や他者視点取得を促進することがストレスマネジメント教育の効果を高めるために有効であること
が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study examined multidimensional assessment to create an approach 
tailored to the individual characteristics of school-going children attending a 
cognitive-behavioral-therapy-based stress management program in a school setting. This program aimed
 to reduce psychological stress related to problem behaviors and mental or physical symptoms as well
 as enhance stress tolerance among subjects. The results suggest that teaching functional assessment
 to elementary and junior high school teachers and promoting students' experiential understanding 
and acquisition of other people's perspectives are effective in increasing the efficacy of stress 
management education.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： ストレスマネジメント

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究においては、社会的問題になりうる児童生徒のさまざまな不適応問題に対して、特定の児童生徒を対象と
した治療的支援のみならず、一般の児童生徒を対象とした予防的支援としての機能を果たしうる具体的なストレ
スマネジメント教育プログラムが作成された。従来の研究を踏まえて、特に、他者視点の取得の程度などの個人
差が大きい要因を抽出し、それらを補う内容を加えたところ、従来のプログラムよりも効果が向上する可能性が
あることが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 児童生徒の不登校やいじめ、攻撃行動などの不適応行動や心身の諸症状の問題に関する社会
的関心は大きく、従来から多くの提言が行われてきた。しかしながら、不登校児童生徒が在籍し
ている学校数の割合は増加しているなど、いまだ問題が沈静化しているとは言えない状況が続
いている。そこで、これまでに研究代表者らは、児童生徒に対して、ストレス場面に対する「コ
ーピングスキル」を獲得させ、それらを柔軟に使い分けさせることによって、児童生徒のストレ
ス耐性を強化して不適応状態を改善することを目的とした「認知行動療法に基づくストレスマ
ネジメントプログラム」を開発し、その実践を通じて、問題の改善に対して一定の効果を有する
ことを確認してきた。 
 これまでに研究代表者らが開発したストレスマネジメントプログラムは、自己理解のワーク、
認知のワーク、行動のワーク、情動のワーク、総合のワークの５つから構成されるものを標準と
している。しかしながら、ストレスマネジメントの一般的な知識やスキルを児童生徒に獲得させ
たとしても、自身の場合には具体的にどうすればよいのかという個々の特徴に応じた「個別化」
の手続きが必ずしも十分ではなかった。これを踏まえ、クラス全体が同一のコンテンツを用いた
場合であっても、個々の特徴に基づいてクラス集団をいくつかの小集団に分ける「個別化」を行
うことによって、介入効果が得られにくかった児童生徒に対しても、概ね良好な介入効果が得ら
れることを明らかにしてきたが（大沢他，2018）、いまだ十分であるとは言えない側面があるた
め、さらなる工夫を行う必要があると考えられる。また、コーピングスキルがある程度獲得され
ているにもかかわらず、それが強化される環境要因が整っていない児童生徒に対しても、結果的
に全体の介入効果を減じることがないように、これまでに行ってきた個に応じたストレスマネ
ジメントプログラムの実施手続きを基盤としながら、環境変数である他の児童生徒たちの適切
な反応のあり方をもプログラムコンテンツに加えて操作することによって、さらに洗練された
プログラムを体系化することを行うこととする。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、学校のクラス集団をベースとしてプログラムを実践する際に、その効果に影響を及
ぼすとされる認知行動的な個人差変数を踏まえて、個に応じたストレスマネジメントを実践す
ること、そして、これまであまり考慮されてこなかった「クラス集団」のセッティングを最大限
に活用することを達成するために、具体的な方法論を構築、体系化し、標準化することを目的と
した。その際、個人差変数や環境要因としてのクラス集団のアセスメント、およびその変容方法
に関する理論的研究、実証的研究を並行して実施することとした。なお、本研究においては、ク
ラス集団の代表的な環境要因は、児童生徒との機能的な相互作用をもたらすクラス担任の教員
としてとらえることとした。 
 
３．研究の方法 
(1)小中学校教員を対象としたアセスメントの能力の向上が児童生徒の適応に及ぼす影響 
 本研究においては、ストレスマネジメントプログラムを学校のクラス集団をベースとして実
施するにあたり、個に応じたプログラムを実践する際の環境要因としての「クラス集団」を最大
限に活用する方法論を構築、体系化することを目的とした。その一環として、公立小中学校に在
籍する教員の児童生徒に対する機能的アセスメントの能力の向上を目的とした教員研修を実施
し、その児童生徒の個人差変数のアセスメント結果に基づいて、認知行動療法的観点に基づくス
トレスマネジメントプログラムの実践を行った。その際に、社会的スキルの獲得の程度やセルフ
エフィカシーの知覚の程度に関する個人差変数をアセスメントの観点とした。教員 11 名、小学
生 96 名、中学生 179 名を対象として、行動コンサルテーションの手続きを用いて機能的アセス
メントに基づくプログラムを実施する群と、通常の学校コンサルテーションのアセスメントに
基づくプログラムを実施する群にクラス単位で２群に振り分けて実践効果の検討を行った（行
動コンサル群教員６名、学校コンサル群教員５名）。 
 
(2)児童生徒における攻撃行動に対する価値の明確化の介入効果の検討 
 児童生徒の攻撃行動の低減に対しては、認知行動療法に分類され、児童生徒の問題解決能力を
高めることが可能であるとされる「問題解決訓練」（Problem Solving Training；PST）が有効で
あることが示されている。その一方で、十分に攻撃行動が低減しない児童生徒がいることも指摘
されている。本研究においては、理論的研究の結果、このような児童生徒に対する工夫として、
問題解決訓練に行動の直後に強化子が随伴しなくとも、代替行動に従事できるようにする「価値
の明確化」の手続きを組み合わせることが有効である可能性が高いことが考えられた。そこで本
研究では、問題解決訓練の枠組みを基盤としながら、価値の明確化の程度の個人差が問題行動の
改善（攻撃行動の低減）に及ぼす影響を検討することを目的とした。公立および私立の小中学校
に在籍する、小学生 186 名、中学生 189 名を対象として、問題解決訓練のみを行う標準群と、価
値の明確化の手続きを加えた問題解決訓練を行う介入群の２群にクラス単位で振り分けて介入
を実施し、その実践効果の検討を行った。 



 
(3)児童生徒における他者視点取得の程度を考慮したストレスマネジメント実践効果の検討 
 児童生徒の学校不適応のリスクファクターであるストレスへの耐性を高める介入として、認
知行動療法に基づくストレスマネジメントプログラムの有効性が示されてきた。しかしながら、
集団に対して一斉に実施されるストレスマネジメントプログラムは、効果のばらつきがかなり
あることが繰り返し指摘されてきた。このような個人差が生じる要因の 1つとして、プログラム
コンテンツの主題を踏まえると、相手の立場から物事を考える「他者視点取得」(Hoffman，1984)
の程度が異なっていることが考えられる。そこで本研究では、先行研究において理論的に示唆さ
れている児童生徒の他者視点取得の程度をストレスマネジメントプログラムの効果を左右する
要因として設定し、ストレスマネジメントプログラム実践の効果を実証的に検討することを目
的とした。公立中学校に在籍する計 18 クラスの生徒 639 名（１〜３年生男子 316 名、女子 317
名、その他６名）を対象として、ストレスに関する心理教育やコーピングの案出、リラクセーシ
ョンを行う標準群と、標準群に他者視点取得の手続きを加えた介入群にクラス単位で２群に振
り分けて介入を実施した。 
 また、公立小中学校に在籍する３〜４年生の児童 75 名（男子 38 名、女子 37 名）、生徒６名
（女子６名）を対象として、ストレスマネジメント教育において多く用いられる具体的場面を提
示し、他者視点取得の程度との関連性に関する記述的検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)小中学校教員を対象としたアセスメントの能力の向上が児童生徒の適応に及ぼす影響 
 本研究のデータ分析の結果、小学生の社会的スキルの獲得に関しては、群にかかわらず、効果
が認められなかった。また、中学生の社会的スキルの獲得に関しては、機能的アセスメントに基
づくクラスの方が、集団ソーシャルスキルトレーニングを行うことによって、時間が経過するに
したがって、攻撃行動得点が減少することが示された。 
 そして、小学生においては、機能的アセスメントに基づくクラスの方が学校適応感が高くなっ
たことが示された。また、中学生においては、社会的スキルの獲得の程度が低い中学生を対象と
した場合には、機能的アセスメントに基づくクラス群の方が学校適応感が維持されていたこと
が示された。さらに、行動観察のデータからは、小中学生ともに、機能的アセスメントに基づく
クラス群の方が、生活場面の行動における環境との良好な相互作用の活性化を促しやすくなる
傾向があることが示唆された。 
 
(2)児童生徒における攻撃行動に対する価値の明確化の介入効果の検討 
 本研究のデータ分析の結果、小学生においては、介入群の「価値の明確化」を高める手続きに
効果が見られず、群にかかわらず攻撃行動が低減したことが示された。また、コーピングレパー
トリーは両群ともに変化が見られなかった。中学生においては、介入群の価値の明確化の程度は
高まったものの、両群ともに攻撃行動が低減し、両群にはその程度の差がないことが示された。
また、コーピングレパートリーは群にかかわらず増加したことが示された。これらの結果から、
児童生徒の攻撃行動の低減に対しては、価値の明確化の手続きは必ずしも有効ではなく、むしろ
これまで通りの標準的な手続きを用いて、児童生徒の体験的理解を促すことの方が重要である
ことが示唆された。 
 また、小学生においては、心理的ストレスに対する理解をすることが攻撃行動の低減に有効で
ある可能性がある一方で、中学生においては、コーピングレパートリーが増えることが有効であ
る可能性が示唆された。 
 
(3) 児童生徒における他者視点取得の程度を考慮したストレスマネジメント実践効果の検討 
 本研究においては、他者視点取得の程度が平均から 0.5SD を下回る中学生に関するデータを
分析した結果、介入前と比較して、介入後、およびフォローアップにかけての他者視点取得得点
の変化量とコーピングレパートリー得点の変化量が有意な正の相関を示した。 
 次に、他者視点取得の程度との関連性について検討した結果、小学生を対象とした場合には、
他者の心理状態を推測する際には「表情認知」と「役割取得」が占める割合が高く、中学生を対
象とした場合には、「表情認知」が占める割合が高いことが示された。これらの結果から、他者
視点取得の程度が低い児童生徒に対しては、それを改善するようなプログラムコンテンツ、特に
児童生徒の表情認知の改善を促すようなプログラムコンテンツを加えることによって、ストレ
スマネジメントプログラムの効果が向上することが示唆された。 
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